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奈良市議案第２３号 

令和２年度奈良市水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和２年度奈良市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１．給 水 戸 数  １７５，０８７戸 

２．年 間 総 給 水 量 ４３，２０３，６７８㎥ 

３．１ 日 平 均 給 水 量  １１８，３７０㎥ 

４．主要な建設改良事業 ３，８７５，３０１千円 

(1) 配 水 施 設 整 備 費  １７９，７９５千円 

(2) 配 水 施 設 費  ２８，５７９千円 

(3) 施 設 費 １，５９９，４７１千円 

(4) 配 水 施 設 改 良 費 １，５６２，９３９千円 

(5) 受託配水管改良費  ３３５，５００千円 

(6) 東部地域建設改良費  ９７，５１５千円 

(7) 都祁地域建設改良費  １１，８６９千円 

(8) 月ヶ瀬地域建設改良費  ５９，６３３千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 水道事業収益 ９，５１１，０００千円 

第１項 営 業 収 益 ７，７８４，８６２千円 

第２項 営 業 外 収 益 １，６０６，０５７千円 

第３項 特 別 利 益  １２０，０８１千円 

支 出 

第１款 水道事業費用 ８，９２１，０００千円 

第１項 営 業 費 用 ８，３８７，０７２千円
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第２項 営 業 外 費 用 ５１８，２３４千円 

第３項 特 別 損 失  ５，６９４千円 

第４項 予 備 費 １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額２，５１２，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金２，３１３，

５２５千円、当年度分損益勘定留保資金１１４，２７０千円及び当年度分消費税及び地 

方消費税資本的収支調整額８４，２０５千円で補塡するものとする。）。 

収         入 

第１款 資本的収入 ３，５２１，０００千円 

第１項 企 業 債 ２，４６３，８００千円 

第２項 固定資産売却代金  ４，２５５千円 

第３項 補 助 金  ７３，３３３千円 

第４項 負 担 金  ６６３，５４９千円 

第５項 分 担 金  ３１６，０６３千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ６，０３３，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費 ４，０７３，８１４千円 

第２項 固定資産取得費  ８６，５６９千円 

第３項 企業債償還金 １，２１９，２１６千円 

第４項 長 期 割 賦 金  ６４３，４０１千円 

第５項 予 備 費  １０，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

資本的支出 
建 設 

改 良 費 

緑ヶ丘浄水場中央

監視制御システム

更 新 工 事 

千円 

1,210,000 

千円 

２ 

千円 

220,000 

３ 495,000 

４ 495,000 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

須 川 ダ ム 耐 震 対 策 検 討 業 務 委 託 
令和２年度から 

令和３年度まで 

千円 

40,964 

送 配 水 施 設 整 備 計 画 再 検 討 委 託 
令和２年度から 

令和４年度まで 
28,478 

電子入札コアシステムバージョンアップ 

保 守 委 託 

令和２年度から 

令和３年度まで 
2,352 

奈良市水道事業中長期計画再検討委託 
令和２年度から 

令和４年度まで 
11,877 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

建設改良費に充当 

千円 

2,317,900 

証書借入 

5.0％以内 
（利率見直し
方式により当
該利率の見直
しを行った後
においては、
見直し後の利
率とする。） 

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。 

水資源機構割賦負

担金の繰上償還に

充当 

145,900 

計 2,463,800 

（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

(1)収益的支出における各項間の流用
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(2)資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用 

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ 

ならない。 

(1) 職員給与費 １，５０８，６０２千円 

（他会計からの補助金） 

第１１条 一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

(1) 比奈知ダム建設事業割賦負担金元利償還補助金       ２３８，９５７千円 

(2) 東部地域等水道整備事業簡易水道事業債元利償還補助金   １１７，７２６千円 

(3) 児童手当補助金                      １２，６９５千円 

(4) 都祁地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １１２，８８７千円 

(5) 都祁地域に係る高料金対策補助金               ７，９１３千円 

(6) 月ヶ瀬地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １３，３３６千円 

(7) 月ヶ瀬地域に係る高料金対策補助金              ２，７１７千円 

(8) 月ヶ瀬地域に係る簡易水道事業助成金            １４，６２４千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１２条 たな卸資産購入限度額は、１２０，０００千円と定める。 

令和２年２月２７日提出 

奈良市長 仲 川 元 庸
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備 考

１. 水 道 事 業 収 益 9,511,000

１. 営 業 収 益 7,784,862

１. 給 水 収 益 7,762,551

２. 受 託 工 事 収 益 8,476

３. 工 事 負 担 金 3,809

４. 材 料 売 却 収 益 1

５. 手 数 料 10,025

２. 営 業 外 収 益 1,606,057

１. 受 取 利 息 500

２. 他 会 計 補 助 金 82,090

３. 長期前受金戻入 1,308,544

４.
下 水 道 使 用 料
徴 収 負 担 金 200,728

５. 雑 収 益 14,195

３. 特 別 利 益 120,081

１. 固定資産売却益 120,000

２. 過年度損益修正益 81

令和２年度奈良市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

－6－



備 考

１. 水 道 事 業 費 用 8,921,000

１. 営 業 費 用 8,387,072

１. 原水及び浄水費 2,555,724

２. 配 水 費 412,976

３. 給 水 費 160,793

４. 施 設 管 理 費 563,307

５. 受 託 工 事 費 14,080

６. 業 務 費 368,473

７. 総 係 費 872,809

８. 東 部 管 理 費 125,295

９. 都 祁 管 理 費 153,288

月 ヶ 瀬 管 理 費 72,019

減 価 償 却 費 3,030,174

資 産 減 耗 費 58,134

２. 営 業 外 費 用 518,234

１. 支 払 利 息 207,870

２. ダ ム 負 担 金 30,360

３.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 280,000

４. 雑 支 出 4

３. 特 別 損 失 5,694

１.
過 年 度 損 益
修 正 損 5,694

４. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

10.

11.

12.
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備 考

１. 資 本 的 収 入 3,521,000

１. 企 業 債 2,463,800

１. 企 業 債 2,463,800

２.
固 定 資 産
売 却 代 金 4,255

１.
固 定 資 産
売 却 代 金 4,255

３. 補 助 金 73,333

１.
国 ・ 県 そ の 他
補 助 金 73,333

４. 負 担 金 663,549

１. 負 担 金 11,749

２. 受 託 負 担 金 213,035

３. 他 会 計 補 助 金 438,765

５. 分 担 金 316,063

１. 施 設 分 担 金 310,783

２. 加 算 分 担 金 5,280

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 資 本 的 支 出 6,033,000

１. 建 設 改 良 費 4,073,814

１. 配水施設整備費 179,795

２. 配 水 施 設 費 101,248

３. 施 設 費 1,635,684

４. 配水施設改良費 1,635,717

５. 受託配水管改良費 352,353

６.
東 部 地 域
建 設 改 良 費 97,515

７.
都 祁 地 域
建 設 改 良 費 11,869

８.
月 ヶ 瀬 地 域
建 設 改 良 費 59,633

２. 固定資産取得費 86,569

１. 固定資産取得費 85,002

２.
都 祁
固定資産取得費 1,558

３.
月 ヶ 瀬
固定資産取得費 9

３. 企 業 債 償 還 金 1,219,216

１. 企 業 債 償 還 金 1,009,142

２.
都 祁
企 業 債 償 還 金 188,337

３.
月 ヶ 瀬
企 業 債 償 還 金 21,737

４. 長 期 割 賦 金 643,401

１. 長 期 割 賦 金 643,401

５. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

款 項 目 予 定 額

支　　　　　　　出

（単位：千円）
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令和２年度奈良市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失） 498,460

　　　減価償却費 3,030,174

　　　引当金の増減額（△は減少） 55,404

　　　長期前受金戻入額 △ 1,308,544

      受取利息 △ 500

　　　支払利息 207,870

　　　ダム負担金利息 30,360

　　　固定資産除却損 48,234

　　　未収消費税等の増減額（△は増加） 156,145

　　　短期貸付金の増減額（△は増加） 13,624

　　　未払消費税等の増減額（△は減少） △ 33,458

　　　その他流動資産の増減額（△は増加） △ 9

　　　小計 2,697,760

　　　利息の受取額 500

　　　利息の支払額 △ 238,230

 　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 2,460,030

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 4,041,101

　　　有形固定資産の売却による収入 4,255

　　　補助金による収入 66,667

　　　負担金による収入 623,232

　　　分担金による収入 287,331

 　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,059,616

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入れによる収入 500,000

　　　一時借入金の返済による支出 △ 500,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,463,800

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,219,216

　　　長期割賦金の償還による支出 △ 612,763

 　　 財務活動によるキャッシュ・フロー 631,821

 　　 資 金 増 加 額 32,235

 　　 資金期首残高 4,918,936

 　　 資金期末残高 4,951,171
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減
人

人
人

区
 
 
 
 
 
分

増
 
減

 
額

昇
給

に
伴
う
増
加
分

5
,6

6
7

説
　
 
 
　

 
明

平
均

昇
給

率
0
.2

6
%

備
　

 
 
　

考

5
1
1

増
 
 
減
 
 
事
 
 
由
 
 
別
 
 
内
 
 
訳

(
職

員
数

)

5
1
1

手
　

　
当

△
 1

1
,1

9
0

給
　

　
料

△
 1

0
,9

6
2

そ
の

他
の
増
減
分

そ
の

他
の
増
減
分

給
与

改
定
に
伴
う
増
加
分

△
 1

7
,1

4
0

5
,3

6
5

給
与
改
定
に
伴
う
増
加
分

9
8
7

退
職
給
付
費

そ
の
他

△
 1

7
,5

4
2

2
8
1

△
 1

6
,5

5
5

昇
給

期
別

職
員

数

１
　

月

 
(
昇

給
期

)
 

そ
の
他

本
年
度
分

4
,1

6
8

1
,4

9
9

平
年
度
分

勤
勉
手
当

4
,9

1
5

期
末
手
当

1
6
9

職
員

数

9
4
 人

現
に

在
職

す
る

3

△
 3

△
 3

1
4
2

1
4
5

1
4
8

△
 6

0

（
そ

の
他

）
（

計
）

1
4
2
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３
．

給
料

及
び

手
当

の
状

況
　

 

　
(
1
)
 
職

員
１

人
当

た
り

給
与

３
３

３
，

８
１

７

４
３

０
，

０
４

３

４
３

．
６

３
３

８
，

０
２

２

４
３

９
，

９
０

３

４
３

．
０

　
(
2
)
 
初

　
任

　
給

平
均

年
齢

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

平
均

年
齢

令
和
2
年
１
月
１
日
現
在

平
成
3
1
年
１
月
１
日
現
在

区
　

　
　

分

令
和
2
年
1
月
1
日

高
　

　
校

　
　

卒

短
　

　
大

　
　

卒

大
　

　
学

　
　

卒

一
　

般
　

職

同
　

　
左

一
般

会
計

の
制

度
　

（
円

）

（
円

）

一
　

般
　

職
　

（
円

）

１
８

８
，

７
０

０

１
６

５
，

９
０

０

１
５

４
，

９
０

０

（
歳

）

（
円

）

（
円

）

（
歳

）

（
円

）

区
　

　
　

　
分

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額
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(
3
)
　

級
別

職
員

数
〔

　
　

〕
は

再
任

用
職

員
の

職
員

数
及

び
構

成
比

 
（

単
位

：
人

・
％

）

4

1
6

4
1

3
9

2
6 4 7 3 2

1
4
2

1
0
0
.0

4

2
0

3
9

4
0

2
7 4 8 3 2

1
4
7

1
0
0
.0

令
和
2
年
1
月
1
日
現
在

一
　
　
　
　
　
般
　
　
　
　
　
職

級
職
　
　
員
　
　
数

構
　
　
成
　
　
比

１

2
.1

３ ４２
1
1
.3

2
.8

2
8
.9

2
7
.5

区
分

８ ９

2
.7

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ １
０ 計

1
3
.6

2
7
.2

1
8
.4

１
０

1
.4

1
8
.3

2
.8

4
.9

５ ６ ７ ８ ９

平
成
3
1
年
1
月
1
日
現
在

〔
1
0
0
.0
〕

〔
1
0
0
.0
〕

〔
1
0
0
.0
〕

〔
1
0
0
.0
〕

〔
1
7
〕

〔
2
1
〕

〔
2
1
〕

〔
1
7
〕

5
.4

2
.1

1
.4

2
6
.5

2
.7

計

－14－



（
級

別
の

基
準

と
な

る
職

務
）

 
(
4
)
　

昇
給

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
４

２

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
９

８

１
号

給

２
号

給

３
号

給
５

４
号

給
９

３

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
６

９
．

０

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
４

８

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
１

０
２

１
号

給

２
号

給

３
号

給
５

４
号

給
９

７

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
６

８
．

９

号
給

数
別

内
訳

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

１
０

　
級

８
　

級
９

　
級

５
　

級
６

　
級

７
　

級

一
　

　
般

　
　

職

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

 
部

長
級

 
部

長
級

次
長

級
課

長
級

主
幹

級

前 　 年 　 度

技
術

職
員

事
務

職
員

１
　

級

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

区 　 分

２
　

級
３

　
級

４
　

級

主
 
事

課
長

補
佐

級
係

長
級

主
 
務

本 　 年 　 度

（
人

）

－15－



　
(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

（
％

）

（
％

）

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

　
(
6
)
　

期
末

手
当

､
勤

勉
手

当

６
月

 
1
2
月

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

区
分

一
　

　
　

般
 
 
 
 
　

職

０
．

０
３

４
０

．
１

４

現
場

処
理

作
業

手
当

、
有

害
物

等
取

扱
業

務
手

当

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

令
和

２
年

１
月

１
日

現
在

）

本
年

度

支
 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

備
　

考
 
職

制
上

の
段

階
、

職
務

の
 
級

等
に

よ
る

加
算

措
置

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

２
．

２
５

０
２

．
２

５
０

４
．

５
０

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕

一
般

会
計

の
制

度

２
．

２
２

５
２

．
２

２
５

４
．

４
５

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕
前

年
度

２
．

２
５

０
２

．
２

５
０

４
．

５
０

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

応
募

認
定

退
職

に
係

る
退

職
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
４

．
５

８
６

８
７

５
４

７
．

７
０

９

２
０

年
勤

続
の

者

特
 
例

 
措

 
置

（
2
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
３

．
２

７
０

７
５

４
７

．
７

０
９

応
募

認
定

退
職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

－17－



会
計
年
度
任
用
職
員

１
．
総
括

（
単
位
：
千
円
）

職
員

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
に

比
し

短
い

職
員

の
外

数

本
年

度

前
年

度

比
較

特
　
別
　
職

-
 

区
　

　
分

給
　
　
料

一
　
般
　
職

職
　
員
　
数
（
人
）

〔
3
4
〕 -

 

〔
3
4
〕

合
　
　
計 8
6
,6

9
5 -
 

8
6
,6

9
5

-
 

-
 

給
　

　
与
　

　
費

法
定
福
利
費

1
6
,1

8
6

7
4
,3

1
2

1
2
,3

8
3

5
8
,1

2
6 -
 

5
8
,1

2
6

手
　
　
当

計

1
6
,1

8
6

7
4
,3

1
2

1
2
,3

8
3

 -
 

3
,1

1
2 -
 

3
,1

1
2

期
末
手
当

-
 

手
当

の
内

訳

区
分

本
年

度

前
年

度

比
較

通
勤
手
当

-
 

1
2
,3

6
3

7
1
1

時
 
間
 
外

勤
務
手
当

1
2
,3

6
3

7
1
1

〔
　

 〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

っ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を
要

す
る

職
を

占
め

る

－18－



２
．
給
料
及
び
手
当
の
増
減
額
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

1
2
,3

6
3

時
間
外
勤
務
手
当

7
1
1

通
勤
手
当

3
,1

1
2

手
　
　
当

1
6
,1

8
6

給
　
　
料

5
8
,1

2
6

会
計
年
度
任
用
職
員
制
度
移
行
に

よ
る

1
6
,1

8
6

期
末
手
当

備
　
 
 
　
考

増
 
 
減
 
 
事
 
 
由
 
 
別
 
 
内
 
 
訳

区
 
 
 
 
 
分

増
 
減
 
額

会
計
年
度
任
用
職
員
制
度
移
行
に

よ
る

5
8
,1

2
6

説
　
 
 
　
 
明

5
8
,
1
2
6

－19－



企
業
債
補
助
金
損
益
勘
定

留
保
資
金
等

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％

平
成

3
0
年
度

4
2
,
9
8
6

0
-

4
2
,
9
8
6

3
9
,
0
9
4

-
-

3
9
,
0
9
4

-
6
.
5
逓
次
繰
越

3
,
8
9
2
千
円

令
和

元
年
度

2
7
3
,
4
5
6
1
3
6
,
7
0
0

-
1
3
6
,
7
5
6

-
2
7
7
,
3
4
8

-
2
7
7
,
3
4
8

-
4
6
.
2

令
和

２
年
度

2
8
3
,
5
5
8
1
4
1
,
8
0
0

-
1
4
1
,
7
5
8

-
-
2
8
3
,
5
5
8
2
8
3
,
5
5
8

-
4
7
.
3

計
6
0
0
,
0
0
0
2
7
8
,
5
0
0

-
3
2
1
,
5
0
0

3
9
,
0
9
4
2
7
7
,
3
4
8
2
8
3
,
5
5
8
6
0
0
,
0
0
0

-
1
0
0
.
0

令
和

元
年
度

4
2
,
9
0
0

2
1
,
4
0
0

-
2
1
,
5
0
0

-
3
7
,
1
9
7

-
3
7
,
1
9
7

-
1
0
.
4
逓
次
繰
越

5
,
7
0
3
千
円

令
和

２
年
度

3
1
4
,
6
0
0
1
5
7
,
3
0
0

-
1
5
7
,
3
0
0

-
-
3
2
0
,
3
0
3
3
2
0
,
3
0
3

-
8
9
.
6

計
3
5
7
,
5
0
0
1
7
8
,
7
0
0

-
1
7
8
,
8
0
0

-
3
7
,
1
9
7
3
2
0
,
3
0
3
3
5
7
,
5
0
0

-
1
0
0
.
0

１
.
資
本
的
支
出
１
.
建
設
改
良
費

平
城
西
配
水
池

更
新
工
事

飛
鳥
配
水
池

更
新
工
事

継
　
続
　
費
　
に
　
関
　
す
　
る
　
調
　
書

款
項

事
業

名

全
体

計
画

前
前
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
額

前
年
度
末

ま
で
の
支

払
義
務
発

生
（
見
込

）
額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定

額

当
該
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
予
定

額

翌
年
度
以
降

の
支
払
義
務

発
生
予
定
額

継
続
費
の

総
額
に
対

す
る
進
捗

率

備
考

年
度
年
割
額

左
の

財
源

内
訳

－20－



令
和

元
年
度

8
5
,
8
0
0

4
2
,
9
0
0

-
4
2
,
9
0
0

-
0

-
0

-
0
.
0
逓
次
繰
越

8
5
,
8
0
0
千

円

令
和

２
年
度

4
8
0
,
7
0
0
2
4
0
,
3
0
0

-
2
4
0
,
4
0
0

-
-
5
6
6
,
5
0
0
5
6
6
,
5
0
0

-
8
6
.
8

令
和

３
年
度

8
5
,
8
0
0

4
2
,
9
0
0

-
4
2
,
9
0
0

-
-

-
-

8
5
,
8
0
0

-

計
6
5
2
,
3
0
0
3
2
6
,
1
0
0

-
3
2
6
,
2
0
0

-
0
5
6
6
,
5
0
0
5
6
6
,
5
0
0

8
5
,
8
0
0

8
6
.
8

令
和

元
年
度

6
6
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0

-
3
3
,
0
0
0

-
0

-
0

-
0
.
0
逓
次
繰
越

6
6
,
0
0
0
千

円

令
和

２
年
度

7
1
,
5
0
0

3
5
,
7
0
0

-
3
5
,
8
0
0

-
-
1
3
7
,
5
0
0
1
3
7
,
5
0
0

-
1
0
0
.
0

計
1
3
7
,
5
0
0

6
8
,
7
0
0

-
6
8
,
8
0
0

-
0
1
3
7
,
5
0
0
1
3
7
,
5
0
0

-
1
0
0
.
0

令
和

２
年
度

2
2
0
,
0
0
0
1
3
2
,
0
0
0

7
3
,
3
3
3

1
4
,
6
6
7

-
-
2
2
0
,
0
0
0
2
2
0
,
0
0
0

-
1
8
.
2

令
和

３
年
度

4
9
5
,
0
0
0
2
9
7
,
0
0
0
1
6
5
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0

-
-

-
-

4
9
5
,
0
0
0

-

令
和

４
年
度

4
9
5
,
0
0
0
2
9
7
,
0
0
0
1
6
5
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0

-
-

-
-

4
9
5
,
0
0
0

-

計
1
,
2
1
0
,
0
0
0
7
2
6
,
0
0
0
4
0
3
,
3
3
3

8
0
,
6
6
7

-
-
2
2
0
,
0
0
0
2
2
0
,
0
0
0

9
9
0
,
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令和２年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,173,768

　  ロ　建              物 4,573,659

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,184,634 2,389,025

　  ハ　構      築      物 92,383,099

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 47,028,554 45,354,545

　  ニ　機 械 及 び 装 置 19,491,220

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 15,048,367 4,442,853

　  ホ  車  両  運  搬  具 152,191

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 86,131 66,060

　  ヘ　器   具   備   品 223,608

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 140,409 83,199

　  ト　建  設  仮  勘  定 822,957

     　有 形 固 定 資 産 合 計 57,332,407

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 18,271,741

　  ロ　その他無形固定資産 1,127,380

     　無 形 固 定 資 産 合 計 19,399,121

  (3)　投  　  　  　  　  資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

　  固  定  資  産  合  計 76,734,703

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 4,951,171

  (2)　未       収       金 734,414

     　貸  倒  引  当  金 △ 44,453 689,961

  (3)　貯       蔵       品 19,537

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 1,097

　  流  動  資  産  合  計 5,661,766

　  資      産      合    計 82,396,469
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 14,449,234

     　企  業  債  合  計 14,449,234

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,232,332

     　引  当  金  合  計 1,232,332

　  固  定  負  債  合  計 15,681,566

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,186,465

     　企  業  債  合  計 1,186,465

  (2)　ダ ム 割 賦 負 担 金 444,328

  (3)　未       払       金 193,488

  (4)　前       受       金 6,000

  (5)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 110,131

     　引  当  金  合  計 110,131

  (6)　預       り       金 384,178

　  流  動  負  債  合  計 2,324,590

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 54,157,319

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 25,146,896 29,010,423

　  繰  延  収  益  合  計 29,010,423

　  負      債      合    計 47,016,579
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 14,682,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　減　債　積　立　金 900,000

　  ロ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 1,180,043

     　利 益 剰 余 金 合 計 2,080,043

　  剰   余   金   合   計 20,696,939

　  資      本      合    計 35,379,890

　  負  債  資  本  合  計 82,396,469
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令和元年度奈良市水道事業予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営  業  収  益

(1) 給 水 収 益 7,112,786

(2) 受 託 工 事 収 益 7,845

(3) 工 事 負 担 金 2,338

(4) 材 料 売 却 収 益 1

(5) 手 数 料 9,526 7,132,496

２. 営  業  費  用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 2,257,223

(2) 配 水 費 353,048

(3) 給 水 費 148,874

(4) 施 設 管 理 費 430,125

(5) 受 託 工 事 費 13,029

(6) 業 務 費 330,997

(7) 総 係 費 793,926

(8) 東 部 管 理 費 116,135

(9) 都 祁 管 理 費 126,222

(10) 月 ヶ 瀬 管 理 費 49,911

(11) 減 価 償 却 費 3,043,205

(12) 資 産 減 耗 費 54,088 7,716,783

　営  業  損  失 584,287

３. 営  業  外  収  益

(1) 受 取 利 息 252

(2) 他 会 計 補 助 金 111,866

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 1,322,755

(4) 雑 収 益 15,377 1,450,250

４. 営  業  外  費  用

(1) 支 払 利 息 223,009

(2) ダ ム 負 担 金 53,725

(3) 雑 支 出 2,605 279,339 1,170,911

　経  常  利  益 586,624

５. 特  別  利  益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 220 220

６. 特  別  損  失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 4,957 4,957 △ 4,737

 当　 年　 度　 純　 利　 益 581,887

 前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金 99,696

 その他未処分利益剰余金変動額 1,600,000

 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 2,281,583
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令和元年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固　定　資　産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,138,023

　  ロ　建              物 4,573,659

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,103,696 2,469,963

　  ハ　構      築      物 88,173,006

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 45,327,414 42,845,592

　  ニ　機 械 及 び 装 置 19,222,074

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 14,595,678 4,626,396

　  ホ　車  両  運  搬  具 114,640

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 75,267 39,373

　  ヘ　器   具   備   品 190,896

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 128,229 62,667

　  ト　建  設  仮  勘  定 1,154,040

     　有 形 固 定 資 産 合 計 55,336,054

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 18,951,681

　  ロ　水　　　利　　　権 31,823

　  ハ　その他無形固定資産 1,187,980

     　無 形 固 定 資 産 合 計 20,171,484

  (3)　投              　資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

     固  定  資  産  合  計 75,510,713

２. 流　動　資　産

  (1)　現    金    預    金 4,918,936

  (2)　未       収       金 890,559

     　貸　倒　引　当　金 △ 44,591 845,968

  (3)　貯       蔵       品 19,537

  (4)　短　期　貸　付　金 13,624

  (5)　そ の 他 流 動 資 産 1,088

     流  動  資  産  合  計 5,799,153

     資      産      合    計 81,309,866
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

     イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 13,171,899

     　企  業  債  合  計 13,171,899

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,175,579

     　引  当  金  合  計 1,175,579

  (3)　長 期 未 払 割 賦 金 444,328

　  固  定  負  債  合  計 14,791,806

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,219,216

     　企  業  債  合  計 1,219,216

  (2)　ダ ム 割 賦 負 担 金 612,763

  (3)　未       払       金 226,946

  (4)　前       受       金 6,000

  (5)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 111,342

     　引  当  金  合  計 111,342

  (6)　預       り       金 384,178

　  流  動  負  債  合  計 2,560,445

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 52,914,537

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 23,838,352 29,076,185

　  繰  延  収  益  合  計 29,076,185

　  負      債      合    計 46,428,436
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 13,082,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　減  債  積  立  金 900,000

　  ロ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 2,281,583

     　利 益 剰 余 金 合 計 3,181,583

　  剰   余   金   合   計 21,798,479

　  資      本      合    計 34,881,430

　  負  債  資  本  合  計 81,309,866
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奈良市水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による原価法によっている。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。） 

・主な耐用年数 

建物      ６～６５年 

構築物      ６～８０年 

機械及び装置  ５～２０年 

器具及び備品  ２～２０年 

⑵  無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当 

する金額を計上している。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴ 当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ２６５，

５５２千円の見込みである。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，

０９６，６００千円である。 

２ 長期未払割賦金の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている長期未払割賦金（当該事業年度の末日の翌日から起

算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は１４８，１０９千円である。 

３ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

  該当事項無し 

４ 引当金の取崩し 

⑴  退職給付引当金の取崩し 

令和２年度において、退職に係る退職手当として１０，５５１千円を支給する

ため、退職給付引当金を同額取り崩すものとして算定した。 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和２年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

いとして１１１，３４２千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 

⑶  貸倒引当金の取崩し 
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令和２年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権７，

５９３千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業会計は、奈良市水道事業、都祁水道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、奈良市水道事業、都祁水

道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

奈良市水道事業 都祁及び月ヶ瀬地域以外の地域において水道水を供給する業務 

都祁水道事業 都祁地域において水道水を供給する業務 

月ヶ瀬簡易水道事業 月ヶ瀬地域において水道水を供給する業務 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和2年4月1日 至 令和3年3月31日 ） 

単位（千円） 奈良市水道事業 都祁水道事業  月ヶ瀬簡易水道事業 合  計 

営業収益 7,630,644 128,034 26,184 7,784,862 

営業費用 7,832,075 414,967 140,030 8,387,072 

営業損益 △201,431 △286,933 △113,846 △602,210 

経常損益 664,912 △137,341 △41,958 485,613 

その他項目     

 他会計繰入金 40,181 22,404 19,505 82,090 

 減価償却費 2,703,146 260,164 66,864 3,030,174 

 特別利益 120,077 4 0 120,081 

 特別損失 5,376 288 30 5,694 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
4,087,314 13,427 59,642 4,160,383 
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Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ

ース料相当額 

     １年内   ５１，４０７千円 

     １年超  １２０，２１１千円 

      計   １７１，６１８千円 

  ３ 解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内   １７，５９７千円 

     １年超        ０千円 

      計    １７，５９７千円 
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奈良市議案第２４号 

令和２年度奈良市下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和２年度奈良市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１．水 洗 化 人 口  ３１７，９２０人 

２．年 間 有 収 水 量 ３６，０７４，０００㎥ 

３．１日平均有収水量  ９８，８３３㎥ 

４．主要な建設改良事業  ９７４，８７２千円 

(1) 管 渠 建 設 費 ６２４，１３０千円 

(2) 管 渠 改 良 費 １６２，５２９千円 

(3) 処理場建設改良費  １６，３１３千円 

(4) 流域下水道整備事業費 １７１，９００千円 

（収益的収入及び支出）  

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 下水道事業収益 ８，５３５，０００千円 

第１項 営 業 収 益 ５，６９２，５１６千円 

第２項 営 業 外 収 益 ２，８４２，４５４千円 

第３項 特 別 利 益  ３０千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ８，１８７，０００千円 

第１項 営 業 費 用 ７，５６９，９６７千円 

第２項 営 業 外 費 用  ６０７，２３１千円 

第３項 特 別 損 失  ４，８０２千円 

第４項 予 備 費  ５，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額１，７５６，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金１，０６８，

１９４千円及び当年度分損益勘定留保資金６８７，８０６千円で補塡するものとする。）。 

収         入 

第１款 資本的収入  ２，８０１，０００千円 

  第１項 企 業 債  １，９６６，８００千円 

  第２項 他 会 計 補 助 金   ６２６，９１９千円 

  第３項 国庫補助金及び交付金  １５４，８０７千円 

  第４項 県 補 助 金   １３，０５３千円 

  第５項 負 担 金 等   ３９，４２１千円 

支 出 

第１款 資本的支出    ４，５５７，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費 １，０２５，３７２千円 

  第２項 固 定 資 産 取 得 費   ２，０４５千円 

  第３項 企 業 債 償 還 金   ３，５２９，５８３千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期  間 限  度  額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（公共下水道分） 

令和２年度から 
令和６年度まで 

融資総額33,000千円を限度とす
る年利0.95%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（公共下水道分） 

令和２年度から 
令和６年度まで 

金融機関からの借入総額33,000
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（農業集落排水処理
施設分） 

令和２年度から 
令和６年度まで 

融資総額11,100千円を限度とす
る年利0.95%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（農業集落排水処理施設分） 

令和２年度から 
令和６年度まで 

金融機関からの借入総額11,100
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 

吉城川バイパス築造工事 
令和２年度から 
令和３年度まで 

400,000千円
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

 

 

 

 
下水道事業 

千円 

 

 

 
1,966,800 

 

 

 

 
証書借入 

5.0％以内 

（利率見直し方

式により当該利

率の見直しを行

った後において

は、見直し後の

利率とする。） 

借入先の融資条件

による。ただし企

業財政の都合によ

り、据置期間を短

縮し、若しくは繰

上償還又は低利に

借り換えることが

できる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

 (1) 収益的支出における各項間の流用 

 (2) 資本的支出における各項間の流用  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

ない。 

 (1) 職 員 給 与 費                     ２５３，４３９千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計から補助を受ける金額は、１，４３３，５５１千円と定める。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産購入限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

  令和２年２月２７日提出 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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備 考

１. 下水道事業収益 8,535,000

１. 営 業 収 益 5,692,516

１. 下 水 道 使 用 料 5,233,721

２. 雨水処理負担金 458,612

３. その他営業収益 183

２. 営 業 外 収 益 2,842,454

１. 他 会 計 負 担 金 6,059

２. 他 会 計 補 助 金 348,020

３.
国 庫 補 助 金
及 び 交 付 金 60,779

４. 県 補 助 金 7,454

５. 長期前受金戻入 2,417,620

６. 雑 収 益 2,522

３. 特 別 利 益 30

１. 過年度損益修正益 30

令和２年度奈良市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 下水道事業費用 8,187,000

１. 営 業 費 用 7,569,967

１. 管 渠 費 390,612

２. ポ ン プ 場 費 41,839

３. 処 理 場 費 545,986

４. 普 及 指 導 費 59,948

５. 業 務 費 201,032

６. 総 係 費 162,994

７. 減 価 償 却 費 3,897,861

８. 資 産 減 耗 費 10,188

９. 流域下水道管理費 2,259,507

２. 営 業 外 費 用 607,231

１.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 387,222

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 220,000

３. 雑 支 出 9

３. 特 別 損 失 4,802

１.
過 年 度 損 益
修 正 損 4,802

４. 予 備 費 5,000

１. 予 備 費 5,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 資 本 的 収 入 2,801,000

１. 企 業 債 1,966,800

１. 企 業 債 1,966,800

２. 他 会 計 補 助 金 626,919

１. 他 会 計 補 助 金 626,919

３.
国庫補助金及び
交 付 金 154,807

１.
国庫補助金及び
交 付 金 154,807

４. 県 補 助 金 13,053

１. 県 補 助 金 13,053

５. 負 担 金 等 39,421

下水道事業受益者

負 担 金

農業集落排水事業

分 担 金

３. 工 事 負 担 金 34,378

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

１. 4,443

２. 600
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備 考

１. 資 本 的 支 出 4,557,000

１. 建 設 改 良 費 1,025,372

１. 管 渠 建 設 費 664,448

２. 管 渠 改 良 費 172,711

３. 処理場建設改良費 16,313

４.
流 域 下 水 道
整 備 事 業 費 171,900

２. 固定資産取得費 2,045

１.
有 形 固 定 資 産
取 得 費 2,045

３. 企 業 債 償 還 金 3,529,583

１. 企 業 債 償 還 金 3,529,583

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 379,569

減価償却費 3,897,861

引当金の増減額（△は減少） 8,759

長期前受金戻入額 △ 2,417,620

支払利息 387,222

固定資産除却損 10,188

未払消費税等の増減額（△は減少） 38,227

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 9

小計 2,304,197

利息の支払額 △ 387,222

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,916,975

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 828,199

無形固定資産の取得による支出 △ 166,996

国庫補助金等による収入 153,137

受益者負担金等による収入 35,925

一般会計からの繰入金による収入 588,347

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 217,786

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 1,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 1,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,966,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,529,583

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,562,783

資 金 増 加 額 136,406

資金期首残高 523,370

資金期末残高 659,776

令和２年度奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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2
3
9

平
年

度
分

勤
勉

手
当

7
0
7

期
末

手
当

2
1

6
3

そ
の

他

△
 1

,5
0
5

退
職

給
付

費

△
 1

0
,1

2
0

1
2
 人

給
与

改
定

に
伴

う
増

加
分

2
1

昇
給

期
別

職
員

数

１
　

月

 
(
昇

給
期

)
 

2
7

説
　

 
 
　

 
明

平
均

昇
給

率
0
.2

7
%

備
　

 
 
　

考

(
職

員
数

)

△
 3

1

（
そ

の
他

）
（

計
）

職
員

数

現
に

在
職

す
る

0 1
△

 4

2
2

2
5

2
5
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３
．

給
料

及
び

手
当

の
状

況
　

 

　
(
1
)
 
職

員
１

人
当

た
り

給
与

３
３

９
，

４
３

０

４
２

３
，

６
４

７

４
５

．
３

３
４

６
，

２
４

０

４
３

５
，

４
７

２

４
３

．
８

　
(
2
)
 
初

　
任

　
給

平
均

年
齢

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

平
均

年
齢

令
和

2
年

１
月

１
日

現
在

平
成

3
1

年
１

月
１

日
現

在

区
　

　
　

分

令
和

2
年

1
月

1
日

高
　

　
校

　
　

卒

短
　

　
大

　
　

卒

大
　

　
学

　
　

卒

一
　

般
　

職

同
　

　
左

一
般

会
計

の
制

度
（

円
）

（
円

）

一
　

般
　

職
（

円
）

１
８

８
，

７
０

０

１
６

５
，

９
０

０

１
５

４
，

９
０

０

（
歳

）

（
円

）

（
円

）

（
歳

）

（
円

）

区
　

　
　

　
分

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

－46－



　
(
3
)
　

級
別

職
員

数
〔

　
　

〕
は

再
任

用
職

員
の

職
員

数
及

び
構

成
比

 
（

単
位

：
人

・
％

）

1 7 8 3 1 1

2
1

1
0
0
.0

2 7 9 4 1 1 1

2
5

1
0
0
.0

区
　

　
　

　
　

　
　

　
分

一
　

　
　

　
　

般
　

　
　

　
　

職

級
職

　
　

員
　

　
数

構
　

　
成

　
　

比

１ ３ ４２
4
.7

3
3
.3

3
8
.1

令
和

2
年

1
月

1
日

現
在

８ ９１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ １
０

計

8
.0

3
6
.0

1
6
.0

１
０

1
4
.3

4
.8

4
.8

５ ６ ７ ８ ９

平
成

3
1

年
1

月
1

日
現

在

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
4
〕

〔
5
〕

〔
5
〕

〔
4
〕

4
.0

4
.0

2
8
.0

4
.0

計

－47－



（
級

別
の

基
準

と
な

る
職

務
）

 
(
4
)
　

昇
給

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

２
２

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
１

４

１
号

給

２
号

給

３
号

給

４
号

給
１

４

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
６

３
．

６

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

２
５

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
１

６

１
号

給

２
号

給

３
号

給

４
号

給
１

６

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
６

４
．

０

 
部

長
級

 
部

長
級

次
長

級

（
人

）

（
人

）

課
長

級
主

幹
級

一
　

　
般

　
　

職

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
人

）

１
０

　
級

８
　

級
９

　
級

５
　

級
６

　
級

７
　

級

前 　 年 　 度

技
術

職
員

事
務

職
員

本 　 年 　 度

号
給

数
別

内
訳

号
給

数
別

内
訳

１
　

級

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

区 　 分

２
　

級
３

　
級

４
　

級

主
 
事

課
長

補
佐

級
係

長
級

主
 
務
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(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

（
％

）

（
％

）

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

　
(
6
)
　

期
末

手
当

、
勤

勉
手

当

６
月

 
1
2
月

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

６
６

．
６

７

現
場

処
理

作
業

手
当

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

令
和

２
年

１
月

１
日

現
在

）

区
分

一
　

　
　

般
 
 
 
 
　

職

０
．

０
０

本
年

度

支
 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

備
　

考
 
職

制
上

の
段

階
、

職
務

の
 
級

等
に

よ
る

加
算

措
置

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

２
．

２
５

０
２

．
２

５
０

４
．

５
０

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕

一
般

会
計

の
制

度

２
．

２
２

５
２

．
２

２
５

４
．

４
５

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕
前

年
度

２
．

２
５

０
２

．
２

５
０

４
．

５
０

有
〔

１
．

１
７

５
〕

〔
１

．
１

７
５

〕
〔

２
．

３
５

〕
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

応
募

認
定

退
職

に
係

る
退

職
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
４

．
５

８
６

８
７

５
４

７
．

７
０

９

２
０

年
勤

続
の

者

特
 
例

 
措

 
置

（
2
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
３

．
２

７
０

７
５

４
７

．
７

０
９

応
募

認
定

退
職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

－50－



会
計
年
度
任
用
職
員

１
．
総
括

（
単
位
：
千
円
）

職
員

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
に

比
し

短
い

職
員

の
外

数

5
,0

4
6

5
5
4

時
 
間
 
外

勤
務
手
当

5
,0

4
6

5
5
4

1
,5

3
0 -
 

1
,5

3
0

期
末
手
当

-
 

手
当

の
内

訳

区
分

本
年

度

前
年

度

比
較

通
勤
手
当

-
 

-
 

3
5
,3

5
1

-
 

-
 

給
　

　
与
　

　
費

法
定
福
利
費

7
,1

3
0

3
0
,4

1
5

4
,9

3
6

2
3
,2

8
5 -
 

2
3
,2

8
5

手
　
　
当

計

7
,1

3
0

3
0
,4

1
5

4
,9

3
6

 -
 

〔
　

 〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

っ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を
要

す
る

職
を

占
め

る

本
年

度

前
年

度

比
較

特
　
別
　
職

-
 

区
　

　
分

給
　
　
料

一
　
般
　
職

職
　
員
　
数
（
人
）

〔
1
3
〕 -

 

〔
1
3
〕

合
　
　
計 3
5
,3

5
1
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２
．

給
料

及
び

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

備
　

 
 
　

考
増

 
 
減

 
 
事

 
 
由

 
 
別

 
 
内

 
 
訳

区
 
 
 
 
 
分

増
 
減

 
額

会
計

年
度

任
用

職
員

制
度

移
行

に
よ

る
2
3
,2

8
5

説
　

 
 
　

 
明

2
3
,
2
8
5

手
　

　
当

7
,1

3
0

給
　

　
料

2
3
,2

8
5

会
計

年
度

任
用

職
員

制
度

移
行

に
よ

る
7
,1

3
0

期
末

手
当

通
勤

手
当

1
,5

3
0

時
間

外
勤

務
手

当
5
5
4

5
,0

4
6

－52－



（
単

位
：

千
円

）

事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
0
.
9
5
%
の

（
公

共
下

水
道

分
）

範
囲

内
の

額
（

平
成

2
9
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

（
平

成
2
9
年

度
議

決
）

延
利

息
の

合
計

額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
0
.
9
5
%
の

（
農

業
集

落
排

水
範

囲
内

の
額

処
理

施
設

分
）

（
平

成
2
9
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
平

成
2
9
年

度
議

決
）

債
　
務
　
負
　
担
　
行
　
為
　
に
　
関
　
す
　
る

　
調

　
書

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

期
　

間
金

　
額

期
　

間
金

　
額

下
水

道
事

業
収

益
損

益
勘

定
留

保
資

金

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
３

年
度

ま
で

国
県

支
出

金

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
３

年
度

ま
で

企
業

債

限
度

額

に
同

じ

限
度

額

に
同

じ

8

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
３

年
度

ま
で

8

全
　

額

全
　

額

全
　

額
限

度
額

に
同

じ

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
３

年
度

ま
で

－53－



事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

（
平

成
3
0
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

（
平

成
3
0
年

度
議

決
）

延
利

息
の

合
計

額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）
（

平
成

3
0
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
平

成
3
0
年

度
議

決
）

国
県

支
出

金

限
度

額

に
同

じ

期
　

間
金

　
額

期
　

間
金

　
額

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
４

年
度

ま
で

全
　

額

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
４

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
４

年
度

ま
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令和２年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,618,453

　  ロ　建              物 612,055

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 188,512 423,543

　  ハ　構      築      物 114,666,821

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 24,212,806 90,454,015

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,141,439

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,604,628 1,536,811

　  ホ  車  両  運  搬  具 7,214

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,862 4,352

　  ヘ　器   具   備   品 6,237

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,545 4,692

　  ト　建  設  仮  勘  定 415,112

     　有 形 固 定 資 産 合 計 94,456,978

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,573,453

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,573,453

　  固  定  資  産  合  計 99,030,431

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 659,776

  (2)　未       収       金 752,671

     　貸  倒  引  当  金 △ 24,159 728,512

  (3)　そ の 他 流 動 資 産 48

　  流  動  資  産  合  計 1,388,336

　  資      産      合    計 100,418,767
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 34,932,048

     　企  業  債  合  計 34,932,048

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 62,089

     　引  当  金  合  計 62,089

　  固  定  負  債  合  計 34,994,137

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,501,073

     　企  業  債  合  計 3,501,073

  (2)　未       払       金 161,687

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 13,937

     　引  当  金  合  計 13,937

　  流  動  負  債  合  計 3,676,697

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 78,869,208

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 16,153,848 62,715,360

　  繰  延  収  益  合  計 62,715,360

　  負      債      合    計 101,386,194
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損  金 2,680,643

     　欠　損　金　合　計 2,680,643

　  剰   余   金   合   計 △ 1,332,545

　  資      本      合    計 △ 967,427

　  負  債  資  本  合  計 100,418,767
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令和元年度奈良市下水道事業予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営   業    収   益

 (1) 下 水 道 使 用 料 4,104,234

 (2) 雨 水 処 理 負 担 金 471,336

 (3) そ の 他 営 業 収 益 58 4,575,628

２. 営   業    費   用

 (1) 管 渠 費 241,346

 (2) ポ ン プ 場 費 36,963

 (3) 処 理 場 費 464,151

 (4) 普 及 指 導 費 52,652

 (5) 業 務 費 283

 (6) 総 係 費 214,472

 (7) 減 価 償 却 費 3,901,201

 (8) 資 産 減 耗 費 11,020

 (9) 流 域 下 水 道 管 理 費 2,012,025 6,934,113

  　営      業      損     失  　 2,358,485

３. 営  業  外  収  益

 (1) 受取利息及び配当金 15

 (2) 他 会 計 負 担 金 6,003

 (3) 他 会 計 補 助 金 199,395

 (4) 国庫補助金及び交付金 40,059

 (5) 県 補 助 金 2,683

 (6) 長 期 前 受 金 戻 入 2,404,997

 (7) 雑 収 益 2,809 2,655,961

４. 営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 466,727

 (2) 雑 支 出 21,374 488,101 2,167,860

  　経      常      損     失 190,625

５. 特   別    利   益

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 益 36 36

６. 特   別    損   失

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 損 5,577 5,577 △ 5,541

  当 年 度 純 損 失 196,166

    前 年 度 繰 越 欠 損 金 2,864,046

 当年度未処理欠損金 3,060,212
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令和元年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,618,453

　  ロ　建              物 612,055

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 162,864 449,191

　  ハ　構      築      物 113,762,296

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 20,731,496 93,030,800

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,135,779

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,433,846 1,701,933

　  ホ  車  両  運  搬  具 6,264

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,614 4,650

　  ヘ　器   具   備   品 5,327

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,019 4,308

　  ト　建  設  仮  勘  定 85,326

     　有 形 固 定 資 産 合 計 96,894,661

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,624,804

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,624,804

　  固  定  資  産  合  計 101,519,465

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 523,370

  (2)　未       収       金 752,671

     　貸  倒  引  当  金 △ 24,719 727,952

  (3)　前       払       金 7,000

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 39

　  流  動  資  産  合  計 1,258,361

　  資      産      合    計 102,777,826
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 36,466,321

     　企  業  債  合  計 36,466,321

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 53,465

     　引  当  金  合  計 53,465

　  固  定  負  債  合  計 36,519,786

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,529,583

     　企  業  債  合  計 3,529,583

  (2)　未       払       金 123,460

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 13,242

     　引  当  金  合  計 13,242

　  流  動  負  債  合  計 3,666,285

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 77,674,979

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 13,736,228 63,938,751

　  繰  延  収  益  合  計 63,938,751

　  負      債      合    計 104,124,822
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損  金 3,060,212

     　欠　損　金　合　計 3,060,212

　  剰   余   金   合   計 △ 1,712,114

　  資      本      合    計 △ 1,346,996

　  負  債  資  本  合  計 102,777,826
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奈良市下水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物     １５～５０年 

構築物        ５０年 

機械及び装置  ６～２０年 

器具及び備品  ２～１５年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当

する金額を計上している。なお、地方公営企業法適用前である平成２５年度まで

の要支給額については、一般会計がその全部を負担することになっているため、

退職給付引当金は計上していない。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 
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消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している｡ 

 

 Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴  当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ４１６，

８２０千円の見込みである。 

 

 Ⅲ．予定貸借対照表関連 

  １ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

    該当事項無し 

  ２ 引当金の取崩し 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 

該当事項無し 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和２年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

として１３，２４２千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものとして

算定した。 

⑶   貸倒引当金の取崩し 

令和２年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権

３，９９１千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すも

のとして算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の

２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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セグメント区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和2年4月1日 至 令和3年3月31日 ） 

単位（千円） 公共下水道事業 農業集落排水事業 合 計 

営業収益 5,644,833 47,683 5,692,516 

営業費用 7,149,825 420,142 7,569,967 

営業損益 △1,504,992 △372,459 △1,877,451

経常損益 433,850 △76,078 357,772 

その他項目 

他会計繰入金 679,167 127,465 806,632 

減価償却費 3,607,713 290,148 3,897,861 

特別利益 30 0 30 

特別損失 4,802 0 4,802 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,026,476 941 1,027,417 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

  ２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過

リース料相当額

 １年内   ３，０８３千円 

  １年超  ７，７３６千円 

  計  １０，８１９千円

－66－



３ 解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内    ７２７千円 

１年超   ６６７千円 

 計    １，３９４千円
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